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暑くなるであろう今年の夏を前に、将来の気候変動をどう考えるか？
増井　利彦

今月の
テーマ

この原稿を書いているのは 5月末ですが、
私が住む大阪では 5月にもかかわらず最高気
温が 30℃を超える日が複数回あり、今年も猛
暑となることを予感させます。本来なら気持

ちのいい季節のはずが、一気に夏のようにな

り、体調もおかしくなってしまいます。気候

変動によって季節感がなくなりつつあると感

じるのは私だけではないと思います。その気

候変動問題に関して、今年の 2月に第 3次気
候変動影響評価報告書が、4月に 2024年度の
我が国の温室効果ガス排出・吸収量が、それ

ぞれ報告されました。（文末【詳細資料】参照）

●ますますひどくなる日本の気候変動影響

第 3次気候変動影響評価報告書は、日本に
おける気候変動影響に関する学術論文などの

科学的な知見を、農業・林業・水産業、水環境・

水資源、自然生態系、自然災害・沿岸域、健康、

産業・経済活動、国民生活・都市生活の 7分
野のもとに設定された 80項目について、それ
ぞれ重大性、緊急性、確信度を評価したもの

です。学術論文を中心に情報収集されている

ため、分野によって文献数に偏りが見られま

すが、2000件以上の文献をもとに評価内容を
示した報告書です。

現状でも 65%の項目で重大な影響が認めら
れ、特に重大な影響が見られると評価された

項目は 29%にも上ります。具体的には、農業
の水稲や河川の洪水、暑熱の熱中症などです。

これが、3～ 4℃の気温上昇時には 90%の項
目で重大な影響が、63%の項目で特に重大な
影響が認められると評価されていて、項目毎

に確信度も示されています。また、緊急性も

半数以上の項目で特に高いと評価され、気候

変動による影響が顕在化しており、気温上昇

が続くとさらにひどくなると警告しています。

●日本の温室効果ガス排出量は？

これに対して、気候変動を食い止める緩和

策の取組が温室効果ガス排出量に表れます。

2024 年度の日本の温室効果ガス排出量は、
2023年度から減少し、基準年である 2013年
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度以降はじめて 10億トン（二酸化炭素換算）
を下回りましたが、減少傾向はやや鈍化して

います。特に、業務その他部門においては排

出量が前年度を上回っており、家庭部門でも

前年度比 -0.7%と、排出削減の足を引っ張る
結果となっています。対策は取り組みやすい

ところから行われるので、2050年に近づくほ
ど困難になることがこれまでも懸念されてい

ましたが、早くもこうした懸念が現実のもの

となりつつあるようです。以前にも指摘しま

したが、気候変動対策は短距離走ではなく長

距離走のようなものですので、1年ごとの結
果に一喜一憂する必要はないですが、長期的

に排出削減傾向を維持するために何が必要な

のかを、国民一人一人が自分事として考える

必要があります。

●将来シナリオの役割とは？

日本で脱炭素社会を実現するためにどのよ

うな対策が必要となるかを明らかにするため

に、私が所属している国立環境研究所では、

これまでに開発してきた AIMモデルを用い
て、日本の脱炭素シナリオやロードマップを

検討し、報告してきました。一方で、そうし

た分析で描かれている将来像は、社会の大き

な流れをいくつか想定し（かつての低炭素研

究における、技術が様々な課題を解決してく

れる社会、足るを知るような社会、など）、温

室効果ガス排出量の大幅削減を実現する場合

においては、企業も消費者も政府も一体となっ

て脱炭素社会の実現に向けて取り組み、その

結果として導入される技術の種類やその導入

量、費用といったものを明らかにしてきまし

た。こうした結果は対策の実施において重要

な示唆を与えてくれるのですが、現実とは大

きな乖離があります。具体的には、現在の中

東情勢やそれに伴う原油価格の高騰、世界経

済の混乱は盛り込まれていません。これらは

一時的なショックであり、大きな社会の流れ

や方向性は変わらないという考えをもとにし

ているためです。科学的な研究という枠組み

の中では、現在の中東情勢のような将来起こ

り得る様々な変化を事前に想定し、表現する

のは困難であり、今の手法を基に分析するこ

とは仕方のない面もあります。一方で、現実

の社会では気候変動対策が進んだり、停滞し

たりと波のように変化していきます。現状の

世の中の動きを見ていると、気候変動対策が

停滞しているときにこそ、どのように取り組

めばいいのかという新たな視点での分析が必

要ではないかと思います。

●やっぱり最終的に判断するのは人間

研究として示しているシナリオは、将来を

正確に予測したり、予言を目的とするもので

はなく、温室効果ガス排出削減に対して、ど

のような課題があるかを明らかにし、政策決

定者に対して判断材料を提供するものです。

とはいえ、前提とする社会像が大きく異なっ

ていては、出てきた分析結果をどこまで信頼

してよいのか不安になるでしょう。こうした

点は私自身も強く懸念しています。一方で、

東日本大震災直後の温室効果ガス排出削減の

議論では、原発を中心に様々な意見やモデル

に対する過度な期待が寄せられましたが、モ

デルがそれまでに思いつかなかったような革

新的な結果を提示してくれるはずもなく、意

見の数だけ計算結果が増えたに過ぎず、対応

の難しさを実感しました。AIが発達している
現状でも最終的に判断するのは人間です。意

思決定において誤った判断をしないためにも、

常日頃からいろいろな人との対話や勉強を怠

らず、自分自身の感性や判断力を磨いておき

たいものです。

【詳細資料】第 3 次気候変動影響評価報告書 https://　　

www.env.go.jp/earth/earth/tekiou/page_00003.html、

2024 年度の我が国の温室効果ガス排出量・吸収量

https://www.nies.go.jp/gio/index.html


